
（別添）

(百万円)

団体名
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

59,294 3,187

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの
繰入金

一般会計 96,578 90,140 6,348 6,141 108,342 1

住宅新築資金等貸
付事業特別会計

337 337 0 0 1,116 94

土地区画整理
事業特別会計

1,360 1,360 0 0 1,579 418

普通会計 97,763 91,324 6,439 6,142 111,037 7

        2．金額の欄は、各項目とも千円単位で計算した額を百万円未満単位で四捨五入していますので、差引額が一致しない場合があります。

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞

形式収支
純損益
（実質収支）

企業債(地方
債)現在高

他会計からの
繰入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

（歳入） （歳出） （実質収支）

31,960 31,926 34
（歳入） （歳出） （実質収支）

24,327 24,051 253
（歳入） （歳出） （実質収支）

37 37 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

23,445 23,771 △ 326
（歳入） （歳出） （実質収支）

17,914 17,237 668
（歳入） （歳出） （実質収支）

1 1 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

13,608 12,644 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

488 488 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

108 93 15
（歳入） （歳出） （実質収支）

969 949 2

水道事業会計 6,305 6,811 － △ 507 16,667 75 0 1,171 法適用企業

工業用水道事業会計 11 10 － 1 － － 0 0 法適用企業

駐車場事業会計 254 171 － 82 749 － 0 547 法適用企業

農業共済事業会計 243 235 － 8 － 80 0 0 法適用企業

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業です。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示しています。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示しています。
          ４．金額の欄は、各項目とも千円単位で計算した額を百万円未満単位で四捨五入していますので、差引額が一致しない場合があります。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

三重県市町職員退職
手当組合

一般会計 9,104 8,046 1,058 1,058 － 28.4 － －

特別会計 134 133 1 1 － － － －

公平委員会特別会計 2 1 1 1 － － － －

三重地方税管理管理回収
機構

230 153 77 77 － 6.3 － －

三重県自治会館組合

一般会計 175 153 22 22 － － － －

共有デジタル地図特別会
計

273 273 1 1 － － － －

三重県後期高齢者医療広
域連合

12 11 1 1 － 14.3 － －

 （注）   1.金額の欄は、各項目とも千円単位で計算した額を百万円未満単位で四捨五入していますので、差引額が一致しない場合があります。

－

－

－ －

<法適用企業>

経常収支比率

93.4

103.4

115.5

簡易水道事業特別会計 20 5,149 279

－

風力発電事業特別会計 15 265 － － － －

－ － －

農業集落排水事業
特別会計

0 5,410 349 － － －

下水道事業特別会計 964 75,916 5,601

－ － －

椋本財産区特別会計 0 － － － －
基金から1百万円繰
入

介護保険事業
特別会計

677 － 2,467

－ －

－ － －

－
基金から636百万円
繰入

国民健康保険事業
特別会計（事業勘定）

276 － 1,641 － － － －

△ 326 －

－

国民健康保険事業特別
会計（直営診療施設勘定）

0 8 14 － －

（注）  1．普通会計とは、統一的な基準で整理、比較するための統計上の会計区分で、津市では「一般会計」、「住宅新築資金等貸付事業特別会計」、「土地区画整理事業特
        別会計」を合計し、会計間の重複額を控除したものとなっています。

－

モーターボート競走
事業特別会計

34 5,516 －

－

－

－

老人保健医療事業
特別会計

－

1,882

－

148.0

－

財政状況等一覧表（平成１８年度）

<法適用企業>

経常収支比率

合計
（A）＋（B)

62,481

備考

基金から5,411百万
円繰入

基金から2百万円繰
入

基金から5,413百万
円繰入

津市

－

－

－

－

－

－



（別添）

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

（財）津市社会教育振興会 △ 6 195 10 43 0 －

津駅前都市開発（株） 93 428 120 0 0 －

（株）伊勢湾へリポート 2 131 52 0 0 －

（株）まちづくり津夢時風 2 31 15 0 0 －

（株）津センターパレス 41 1,399 351 0 0 －

（株）津サイエンスプラザ △ 8 1,456 520 0 0 －

津市土地開発公社 41 1,157 10 0 296 12,300

久居都市開発（株） 16 252 87 0 200 －

青山高原保健休養地
管理（株）

0 43 20 0 0 －

美杉の家建設（株） △ 5 18 10 0 0 －

（有）美杉観光開発 7 5 3 0 0 －

　（注）　1．損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入しています。

          2．金額の欄は、各項目とも千円単位で計算した額を百万円未満単位で四捨五入していますので、差引額が一致しない場合があります。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

10.4

90.2

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

0

0

0

0

862

0

0

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.740

15.9

0

0

0

0


